
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成17171717年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
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財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.19][0.19][0.19][0.19]

類似団体内順位

[ 42/121 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.520.520.520.52
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

0.270.270.270.27
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類似団体内平均値

0.19

興部町の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [81.4%][81.4%][81.4%][81.4%]

類似団体内順位

[ 13/121 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

90.290.290.290.2
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

91.891.891.891.8
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[289289289289,,,,932932932932円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 43/121 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

121,478121,478121,478121,478
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

143,426143,426143,426143,426
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給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [98.5][98.5][98.5][98.5]

類似団体内順位

[ 114/121 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.497.497.497.4
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[19191919....48484848人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 49/121 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

8.008.008.008.00
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [23.8%][23.8%][23.8%][23.8%]

類似団体内順位

[ 116/121 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

14.814.814.814.8
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

16.416.416.416.4
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[1111,,,,506506506506,,,,392392392392円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 65/121 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

462,447462,447462,447462,447
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

680,720680,720680,720680,720

(円)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

興部町興部町興部町興部町
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数：ここ５年間で連続した伸びをみせており、０.１９５となっている。平成１４年度に策定した財政再
建計画に沿って、地方債の発行額の抑制や新規採用の抑制に努め、人件費の削減や物件費などの歳出の
削減等が要因として挙げられる。今後としても歳出の削減、定員管理・給与の適正化等により財政基盤の強
化に努める。
経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率：平成１５年度から３年間の期間で実施した期末手当のカット、新規採用者の抑制、補助金の
見直し、事務事業の見直しに努め８１．４％と類似団体を下回っているが、今後とも地方債の発行抑制や義務
的経費の削減に努め、８０％台を維持するよう努める。
ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数：給与水準は国の水準以下であるが、類似団体を上回っている。今後とも、給与の適正化
に努めるとともに国公に準じた給与制度の見直しを図っていく。
実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率：普通建設事業費に係る起債の償還等に伴い上昇し、類似団体平均を上回っている。地方
債の発行については財政再建計画に基づき、借入額の抑制に努めるとともに、一般会計からの繰出金の縮
減を図り、実質公債費比率の低下に努める。

人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高：：：：類似団体平均を上回っている。要因は過去の地域振興のための道路整備等の
普通建設事業を積極的に推進したためであるが、平成１６年度から地方債の発行の抑制を行なっており、減少傾
向にある。
人口人口人口人口１１１１，，，，００００００００００００人人人人あたりあたりあたりあたり職員数職員数職員数職員数：新規採用の抑制を図り定員の削減を実施し、類似団体平均と同じとなった。集中
改革プランでは住民サービスを低下させることなく組織・機構の見直しにより行政のスリム化を図るとともに、現在
の構成バランスを考慮した中で、平成１７年から平成２２年の６年間で７人(公営企業会計職員を含む）削減し、１
２３人を目標としており、今後も適切な定員管理に努める。
人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額：人件費・物件費及び維持補修費の合計の人口１人当たりの金額が類
似団体平均を下回っているのは、消防業務を一部事務組合でおこなっていることが挙げられる。一部事務組合の
人件費・物件費等に充てる負担金や特別会計の人件費・物件費等に充てる繰出金といった費用を合計した場
合、人口１人当たりの金額は増加するとことになる。今後はこれらも含めた経費についても、抑制していく必要が
ある。


